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１．概要（Summary） 
我々の研究グループでは、長さ数ミクロン、幅 10 ナ

ノメートル以下の直鎖構造のアミロイドタンパク質

をカーボンテンプレートとし、ガリウムの触媒作用を

用いたグラフェンナノリボンの固相合成について研

究を行っている。これまで、サファイア基板上で、長

さ 1～3 ミクロン、幅約 10 ナノメートルのグラフェン

ナノリボンの合成に成功している。ラマン分光測定と

AFM 測定から、合成したグラフェンナノリボンは単

層または 2 層が支配的であることが分かっている。本

研究では、合成したグラフェンナノリボンの局所電流

分布を導電性プローブ顕微鏡（C-AFM）を用いて評

価した。 

２．実験（Experimental） 
タンパク質溶液(5 g/L Hen egg white lysozyme, pH 
1.0)を 84～93 oC で 9 h 撹拌することで平均幅 6.5 nm、

長さ数ミクロンのアミロイド繊維を合成した。C 面サ

ファイア基板上に分散させたアミロイド線維をテン

プレートに用い、真空加熱炉内（加熱温度 800 ～ 
1000 oC、真空度 3.0×10−4 Pa）でガリウム触媒を用い

た固相合成によってグラフェンナノリボンを合成し

た。作製したナノリボンに電子ビームリソグラフィに

よるリフトオフプロセスを用いてTi/Au電極を作製し、

Ti/Au 電極を導電性プローブのステージに短絡した。

導電性プローブ顕微鏡測定には Bruker 社の

Dimension Icon、電流アンプには PeakForce TUNA、

導電性プローブにはBruker社のSCM-PITを用いた。 

３．結果と考察（Results and Discussion） 
Fig.1 に、900 oC で合成したグラフェンナノリボンの

AFM 像(Fig.1(a))と C-AFM 像(Fig.1(b))を示す。AFM
像と C-AFM 像からアミロイド形状を反映した直線状

の構造部で電流が流れていることが分かる。Fig.1(c)

の AFM 像と C-AFM 像の重ね合わせ像から、電流経

路はグラフェンナノリボンの形状よりわずかに広が

っており、外側に拡散しているように見える。また、

一部ではサファイア基板のテラスエッジでも導電性

が見られる。これは、サファイア上でのグラフェンの

固相合成機構がステップフロー成長である可能性を

示唆している。 

 
Fig.1: (a) Topography image of GNR synthesized at 
900 °C for 30 min. (b) Current distribution map. (c) 
Superimposed image of the topography image and the 
current distribution map. 
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